
 

第 90 期（2024 年 3 月期） 

 

決  算  公  告 
 

2023 年 4 月  1 日から 

2024 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木県那須塩原市島方 457 番地 4 

ローマイヤ株式会社 



ローマイヤ株式会社 (単位：千円)
金　額 金　額

2,020,981 1,137,330

66,020 773,755

1,048,811 801

308,439 28,013

178,762 174,974

24,770 51,059

373,131 9,109

15,393 18,359

150 502

5,503 25,242

55,512

695,528

646,228 162,035

55,763 37,536

4,881 119,712

503,641 4,787

159

21,753 1,299,366

60,029

1,411,320

10,303 100,000

4,748

5,344 55,118

210 55,118

38,996 1,256,201

19,059 1,256,201

5,278 繰越利益剰余金 1,256,201

1,509

3,155 5,824

9,993 5,824

1,417,144

2,716,510 2,716,510

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

出資金

長期前払費用

差入保証金 評価・換算差額等

繰延税金資産 その他有価証券評価差額金

投資その他の資産 利益剰余金

投資有価証券 その他利益剰余金

電話加入権

ソフトウェア 資本剰余金

商標権 資本準備金

リース資産 （純資産の部）

株主資本

無形固定資産 資本金

機械及び装置 資産除去債務

車輛運搬具

工具器具備品 負債合計

有形固定資産 固定負債

建物 リース債務

構築物 退職給付引当金

前払費用 預り金

賞与引当金

固定資産

短期貸付金 未払法人税等

未収入金 未払消費税等

仮払金 前受金

商品及び製品 リース債務

原材料及び貯蔵品 未払金

仕掛品 未払費用

流動資産 流動負債

現金預金 買掛金

売掛金 有償支給に係る負債

貸 借 対 照 表
2024年　３月　31日現在

科　　目 科　　目

（資産の部） （負債の部）



個別注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

①  子会社株式および関連会社株式  
   ･････移動平均法による原価法 

②  その他有価証券  
市場価格のない株式等以外のもの･････時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等･････移動平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産 

① 商品、原材料 

･･･個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

   ② 製品、仕掛品 

･･･先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

③  貯蔵品 

･･･最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年

４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

(4) 長期前払費用 

定額法 

   

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。（当事業年度の繰入額はございません。） 

 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上して

おります。 

 

(3) 退職給付引当金  
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付の見込額に基づき、 

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 



 

 ４．収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる主な収益は、主に食肉製品の販売によるものであり、

これらの製品の販売は、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 
Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類および株式数に関する事項 

  普通株式   31,337,000 株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額    

①  2023 年６月 15 日開催の第 89 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

普通株式の配当に関する事項   

  ・配当金の総額       156 百万円   

  ・１株当たり配当額      5.0 円  

  ・基準日         2023 年３月 31 日  

  ・効力発生日       2023 年６月 16 日  

(2) 基準日が当事業計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの 

  2024 年６月 18 日開催予定の第 90 回定時株主総会決議において、次のとおり付 

議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項   

  ・配当金の総額       62 百万円   

  ・配当の原資       利益剰余金   

  ・１株当たり配当額     2.0 円   

  ・基準日         2024 年３月 31 日  

  ・効力発生日       2024 年６月 19 日  

 

Ⅲ．収益認識に関する注記 

   収益を理解するための基礎となる情報は「Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記」

の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

Ⅳ．その他の注記 

  該当事項はありません。 

 

Ⅵ．当期純損益金額 

  当期純利益 65,697 千円 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

(注)この計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 
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